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1 包括的相談支援の実施

市重１－１
－①
社方１－１
－①

各保健福祉
総合セン
ター、長寿
支援課
社協生活支
援課、各区
事務所

2018～
2019にか
けて、各
会議にて
議論

2 包括的相談支援の実施
市重１－１
－①

長寿支援課

3
包括的相談支援の実施に向け
た人材育成

市重１－１
－①
社方３-②

長寿支援課
社協地域福
祉課

4 各分野別会議のネットワーク化

市重１－２
－①
社方１－２
－④

長寿支援課
社協生活支
援課、各区
事務所

5
地域福祉型研修センター事業
の継続実施

市重１－２
－①
社方３-②

長寿支援課
社協地域福
祉課

2015～
2017年に
検討、
2018年か
ら開始

6
個人情報保護に関するルール
の整理・検討

市重１－２
－①

長寿支援課

7
日常生活圏域コーディネーター
の配置によるCSW機能の実践

市重１－２
－②
社方１－１
－①

長寿支援課
社協地域福
祉課、各区
事務所

2010年か
らモデル
配置

8
効果的な情報発信と意識啓発
の推進

市重１－３
社方２－１
－①

長寿支援課
社協地域福
祉課、各区
事務所
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1
周知と啓発（社会を明るくする
運動）

市重２－１
－①
社方２－４
－②

長寿支援課
社協総務
課、各区事
務所

従前より
実施

推進月
間・広
報協力

庁内向
け周知・
啓発

作文コ
ンテスト
表彰式

広報協
力

2
民間更生保護活動への支援
（市保護司会連絡協議会）

市重２－１
－②
社方２ー２
ー③

長寿支援課
社協総務
課、各区事
務所

従前より
実施

3
民間更生保護活動への支援
（更生保護女性会）

市重２－１
－②
社方２ー４
ー②

長寿支援課
社協総務
課、各区事
務所

従前より
実施

5
更生支援を推進するネットワー
クの構築

市重２－２
－①
社方１－２
－④

長寿支援課
社協生活支
援課、各区
事務所

ネット
ワーク
会議
（仮称）

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

1

つながりハート事業の実施
・個別援助活動（見守り・声か
け訪問活動、外出援助活動、
家事援助活動等）
・グループ援助活動（いきいき
サロン活動、ふれあい食事会
活動、子育てサロン活動等）ほ
か

市重３－１
－①
社方２－２
－①

長寿支援課
社協地域福
祉課、各区
事務所

1999年か
ら社協を
通じて地
域におけ
る活動を
補助

2
日常生活圏域コーディネーター
の配置によるSC機能の実践

市重３－１
－②
社方２－１
－①

長寿支援課
2010年か
らモデル
配置

3
日常生活圏域コーディネーター
による校区ボランティアビュー
ローでの相談援助活動

市重３－１
－②
社方２－２
ー②

長寿支援課
社協地域福
祉課、各区
事務所

4
第1層生活支援コーディネー
ターによるネットワーク（第1層
協議体）形成、支援

市重３－１
－③
社方２－４
ー①

長寿支援課
社協地域福
祉課、各区
事務所

2019年に
協議体を
実施

5
日常生活圏域コーディネーター
によるネットワーク（第2層協議
体）形成・支援

市重３－１
－③
社方２－１
－①

長寿支援課
社協地域福
祉課、各区
事務所

各分野別会議（高齢者関係者会議、自立支援協議会、要保護児童対策地域協議会、生活困窮者支援調整会
議ほか）についての情報収集、ネットワーク化の検討
日常生活圏域コーディネーターの参画による協働の検討

従前から、社協各区事務所に配置していたコミュニティワーカーがネットワーク形成・支援を実施。日常生活圏域コーディ
ネーター配置後は、CSW機能等と並ぶ役割のひとつとして継続的に実施。

各関係機関（保健福祉総合センター、社会福祉協議会、大阪保護観察
所、保護司、更生保護施設、大阪刑務所、協力雇用主等）が行う就労・
住居・福祉サービスに関係する既存事業の可視化、共有。

各関係機関同士
の連携事例の確
認

堺あったかぬくもりプラン４の推進について（工程表）　～　素案　～
―　重点施策〔３〕　多様な居場所づくりや地域福祉活動への支援　―

取組項目 計画箇所
対応想定部

署

年次

～2019
2020

2021 2022 2023 2024 2025

堺あったかぬくもりプラン４の推進について（工程表）　～　素案　～
―　重点施策〔２〕　更生支援の推進　―

取組項目 計画箇所
対応想定部

署

年次

～2019
2020

2021 2022 2023 2024 2025

堺あったかぬくもりプラン４の推進について（工程表）　～　素案　～
―　重点施策〔１〕　包括的な相談支援体制の構築　―

各保健福祉総合センター関係会議にて、改めて策定さ
れた計画内容について説明の上、今後の包括的相談
支援の実現に向けて、課題の共有と必要事項の調
整。
社協区事務所が各種相談支援機関のコーディネート
を担当。

国における地域共生社会推進検討会の動向を踏ま
え、局内連携を推進

分野別に実施されている既存研修の整理・集約（庁内
外への照会）
地域福祉型研修センターとの協働

2021 2022 2023 2024 2025
取組項目 計画箇所

年次

～2019

個人情報保護法・条例、各分野別法（介護保険法（115条の48）、児童福祉法（25条の2）、民生委員法（15
条）、生活困窮者自立支援法（9条1項）ほか）等における取扱いの整理、市政情報課等関係課との協議、各関
係部署に対する結果の共有

福祉関係情報（特に行政関係）の発信状況を確認、整理し、効果的な情報伝達の在り方を検討
社協区事務所を中心とした、情報が得にくい人にも配慮した情報伝達の取り組み

対応想定部
署 2020

2021年度の実施に向けて、必要に応じて予算要求等 実施状況を検証しながら、継続実施

整理状況を踏まえ、継続的に検討

実施状況を検証しながら、継続実施

実施状況を検証しながら、継続実施

実施状況を検証しながら、継続実施実施状況を検証しながら、継続実施（2020年度は全区にて実践を開始することともに、全日常生活圏域への配置を検証）

整理状況を踏まえ、継続的に検討

協働研修（創造編）の実施 協働研修（導入編）の実施

実施状況をふまえ、継続実施

実施状況をふまえ、継続実施

実施状況をふまえ、推進

実施状況をふまえ、推進

実施状況をふまえ、推進

実施状況をふまえ、推進

実施状況を検証しながら、継続実施実施状況を検証しながら、継続実施（2020年度は全区にて実践を開始することともに、全日常生活圏域への配置を

実施状況を検証しながら、継続実施実施状況を検証しながら、継続実施

検討状況を検証しながら、継続実施
地域において開設されている校区ボランティアビュー

ローに出向いての相談援助活動の検討

継続実施

第2層（日常生活圏域）での取組との役割分担を検討の上、継続実施 検討状況を検証しながら、継続実施

整理状況を踏まえ、継続的に検討

資料４
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1 地域連携ネットワークの構築

市重４－１
－①
社方１－２
－②

長寿支援
課・障害施
策推進課
社協生活支
援課

2 中核機関の設置

市重４－１
－②
社方１－２
－②

長寿支援
課・障害施
策推進課
生活支援課

3
権利擁護サポートセンターの
機能と体制の充実

市重４－１
－②
社方１－２
－②

長寿支援
課・障害施
策推進課
社協生活支
援課

2013年設
置
2019年体
制強化の
検討

4
地域の相談機関での相談支援
の充実

市重４－１
－③
社方１－２
①～④

長寿支援
課・障害施
策推進課
社協生活支
援課、社協
各区事務所

従前から
実施

5
成年後見制度の広報・周知の
充実

市重４－３
－①
社方１－２
－②

長寿支援
課・障害施
策推進課
社協生活支
援課

従前から
実施

6
利用者と受任者とのマッチング
のしくみの検討

市重４－３
－③
社方１－２
－②

長寿支援
課・障害施
策推進課
社協生活支
援課

2019年か
ら家庭裁
判所と調
整

7
市民後見人の養成とサポート
の充実

市重４－３
－③
社方１－２
－②

長寿支援
課・障害施
策推進課
社協生活支
援課

2013年か
ら養成

8 親族後見人への支援

市重４－３
－③
社方１－２
－②

長寿支援
課・障害施
策推進課
社協生活支
援課

9 法人後見の促進

市重４－３
－③
社方２ー４
ー①

長寿支援
課・障害施
策推進課
社協生活支
援課、地域
福祉課

10
チーム支援とバックアップ体制
の構築

市重４－３
－④
社方１－１
－①

長寿支援
課・障害施
策推進課
社協生活支
援課、各区
事務所

11 不正や不適切な対応の防止

市重４－３
－④
社方１－２
－②

長寿支援
課・障害施
策推進課
社協生活支
援課
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1
避難行動要支援者リストの作
成

市重５－１
－②

長寿支援
課・危機管
理室他

2007年か
ら作成・庁
内関係課
と共有

データ
更新

データ
更新

データ
更新

データ
更新

2
避難行動要支援者一覧表の
作成

市重５－１
－②

長寿支援
課・危機管
理室他

3
避難行動要支援者一覧表の
活用策の検討

市重５－１
－②、③
社方２－５
－②③

長寿支援
課・危機管
理室他
社協地域福
祉課、各区
事務所

継続的に
検討

4
避難行動要支援者に係る個別
計画の作成支援

市重５－１
－③

長寿支援
課・危機管
理室他

5
安全な避難経路の確保（バリ
アフリー化の推進）

市重５－１
－③

長寿支援
課・危機管
理室他

バリアフ
リー基本
構想に基
づき推進

6 災害ボランティア活動の推進

市重５－１
－④
社方２－５
－①～④

長寿支援
課・危機管
理室他
社協地域福
祉課、各区
事務所

2010年社
協と協定
締結

7
一般指定避難所内の福祉ス
ペースの活用方法の検討

市重５－２
－①

危機管理室
他

8
福祉避難所の開設・運営に係
るマニュアルの整備

市重５－２
－①
社方２－５

長寿支援
課・危機管
理室他
社協地域福
祉課、各区
事務所

2018年度は健康福祉局内において、2019年度は堺市災害対策本部会議幹事会専門部会において検討。引き続き、具体
化に向け取り組む。

2018年度は健康福祉局内において、2019年度は堺市災害対策本部会議幹事会専門部会において検討。引き続き、具体
化に向け取り組む。

2012年から、民生委員児童委員の調査協力を得て作成開始。毎年度追加調査を実施し、自治連合会長、民生委員、校区
福祉委員長、自主防災組織の長と情報を共有

2018年度は健康福祉局内において、2019年度は堺市災害対策本部会議幹事会専門部会において検討。引き
続き、具体化に向け検討を重ね、調整ができた部分から取り組む。

他自治体（例：別府市、兵庫県各市）の取組を調査・研究の上、堺市災害対策本部会議幹事会専門部会等に
おいて検討を重ねる

バリアフリー法の改正を踏まえ、移動等円滑化促進方針を検討

堺市社協災害ボランティアセンター協働運営ネットワーク会議や大阪府災害福祉広域支援ネットワーク会議等
への参画

権利擁護サポートセンター運営委員会として、地域の相談支援機関や関係団体との課題の共有等に取り組んできたとこ
ろ。当該運営委員会をベースとした連携ネットワークの構築を検討する。

権利擁護サポートセンターについて、成年後見制度利用促進基本計画（平成29年3月24日閣議決定）に定め
られる「地域連携ネットワークの中核となる機関」として位置付け、各種取組を遂行する。

中核機関として求められる主な機能である「広報機能」「相談機能」「成年後見制度利用促進機能」「後見人支
援機能」のうち、新たに求められることになる「成年後見制度利用促進機能（法人後見支援）」「後見人支援機
能（親族後見人支援やチーム形成支援）」の具体化に向け、引き続き調整を図る。

堺あったかぬくもりプラン４の推進について（工程表）　～　素案　～
―　重点施策〔５〕　災害への備えや支援のしくみづくり　―

取組項目 計画箇所
対応想定部

署

年次

～2019
2020

2021 2022 2023 2024 2025

堺あったかぬくもりプラン４の推進について（工程表）　～　素案　～
―　重点施策〔４〕　権利擁護の推進　―

取組項目 計画箇所
対応想定部

署

年次

～2019
2020

2021 2022 2023 2024 2025

実施状況を検証しながら、継続実施

実施状況を検証しながら、継続実施

実施状況を検証しながら、継続実施

整理状況を踏まえ、継続的に検討地域の相談機関との役割分担等を継続的に検討

これまでの取組について検証し、より効果的な方法を検討・実施 実施状況を検証しながら、継続実施

市民後見人に係るマッチングのしくみの具体化に向けて検証、必要に応じて家庭裁判所等と協議のうえ、より

効果的な方法を検討・実施

これまでの取組について検証し、必要に応じて家庭裁判所等と協議のうえ、より効果的な方法を検討・実施

支援の具体化に向けて検証、必要に応じて家庭裁判

支援の具体化に向けて検証、必要に応じて家庭裁判

所等と協議のうえ、より効果的な方法を検討

検討結果をふまえ実施

検討結果をふまえ実施

検討結果や体制強化の状況をふまえ取

検討結果や体制強化の状況をふまえ取

項目4の状況をふまえて検討し、体制強

化の状況をふまえ取組

これまでの事例検証と体制強化の状況

をふまえ効果的な取組を検討

継続的に実施

実施状況をふまえ、推進

促進方針に沿って、各基本構想の評価・見直

しを行い、さらなるバリアフリー化を推進

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

実施状況をふまえ、推進

実施状況をふまえ、推進


